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１

◆尼崎市まちづくり計画策定のためのアン
ケート調査結果
・調査対象者:尼崎市在住の満15歳以上の市民を母集団と
し、4,500人を抽出

◆尼崎市まちづくりに関する意識調査結果

・調査時期:平成22年6月～7月

・回収状況:有効回収数2,116票（回収率47.4%）

・調査対象者:尼崎市在住の満15歳以上の市民を母集団と
し、3,000人を抽出

・調査時期:令和2年2月～3月

・回収状況:有効回収数960票（回収率32.4%）
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２

・「ずっと住み続けたい」「当分の間は住みた
い」の合計が69.6%から82.3%へ大幅に増加
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ずっと住み続けたい 当分の間は住みたい 市外に移りたい

市内で移りたい わからない 無回答

（単純集計）

（性・年齢別傾向）

・男女ともに年齢が上がるにつれて居住継続意向
が高くなる傾向については、前回調査から変化し
ていない。

・「市外に移りたい」は男性30歳代、女性20～
30歳代が多かったが、今回は男性30歳代が改善
しているものの女性20～30歳代は依然として高
くなっている。



３

・全体的な傾向については大きく変化はみられない。
・「買い物などが便利」「通勤・通学に便利」の利便性に関する理
由が前回から継続して多くなっているが、「買い物などが便利」
の理由が大きく減少している。
・住宅に関する理由は、前回と比較して増加している。
・上記以外の項目は、全体的に前回よりも減少傾向である。
→利便性や住宅に意見が偏ってきていることがうかがえる。
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は近くに住んでいるから

今の住宅に満足しているから

通勤・通学に便利だから

保健・医療・福祉サービスが

整っているから

商売や仕事の関係上、適した

場所だから

自然や空気などの環境面がよ

いから

気軽に参加できる地域の行事

が多く、地域住民のつながり

が強いから

土地・住居代、家賃が安いか

ら

文化施設やスポーツ施設など

が多いから

治安がいいから

子育て支援や学校教育に満

足してるから

その他

無回答
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通勤・通学に便利だから

親（子）と同居している、ある

いは近くに住んでいるから

今の住宅に満足しているから

保健・医療・福祉サービスが

整っているから

土地・住居代、家賃が安いか

ら

商売や仕事の関係上、適した

場所だから

治安がいいから

自然や空気などの環境面が

よいから

気軽に参加できる地域の行事

が多く、地域住民のつながり

が強いから

文化施設やスポーツ施設など

が多いから

子育て支援や学校教育に満

足しているから

その他

無回答
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よくないから

治安が悪いから

子育て支援や学校教育に不

満があるから

土地・住居代、家賃が高い

から

文化施設やスポーツ施設な

どが少ないから

ふだんの買い物などが不便

だから

気軽に参加できる地域の行

事が少なく、地域住民のつ

ながりが弱いから

通勤・通学に不便だから

いずれ親（子）と同居するか

ら（家族の住宅と遠く離れて

いるから）

保健・医療・福祉サービスが

不十分だから

商売や仕事の関係上、適さ

ない場所だから

その他

無回答

H22年度

（n＝274）

31.2%

26.0%
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16.9%

11.7%
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14.3%
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0% 10% 20% 30% 40%

今の住宅に不満があるから

治安が悪いから

自然や空気などの環境面が

よくないから

子育て支援や学校教育に不

満があるから

保健・医療・福祉サービスが

不十分だから

土地・住居代、家賃が高いか

ら

いずれ親（子）と同居するから

（家族の住宅と遠く離れている

から）

文化施設やスポーツ施設など

が少ないから

気軽に参加できる地域の行事

が少なく、地域住民のつなが

りが弱いから

通勤・通学に不便だから

ふだんの買い物などが不便だ

から

商売や仕事の関係上、適さな

い場所だから

その他

無回答

R1年度

（n＝77）

（居住継続を希望する理由） （居住継続を希望しない理由）

・住宅に関する理由が前回と変わらず最も多くなっている。
・生活環境面に関する理由が前回同様多くなっているが、「自然や
空気などの環境面がよくない」の割合が大幅に減少している。
・前回と比較して「保健・医療・福祉サービスが不十分」、「いず
れ親（子）と同居する」の2項目のみ割合が増加している。



４

・上位３つの項目に
ついては前回と同様
となっており、全て
の項目で、割合が増
加している。
→そのなかでも、
「マナーのよくない
まち」が大幅に増加
している。

・「駅前周辺などが
きれいに整備された
まち」は、13.7ポ
イントから21.7ポ
イントへ大幅に上昇

・「大気汚染や騒音
などの環境が悪く住
みにくいまち」は、
12.9ポイントから
6.8ポイントに減少
し、「大気汚染や騒
音などの公害が少な
く住みよいまち」
は、3.1ポイントか
ら6.5ポイントに増
加している。

（問.あなたは尼崎についてどのようなイメージをお持ちですか。）
マナーがよくないと思う理由
1 自転車の交通ルール
2 ポイ捨て
3 歩きタバコ
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マナーのよくないまち

気さくで、人情にあふれたまち

駅前周辺などがきれいに整備さ

れたまち

広域交通の中心となるまち

産業が盛んなまち

古い歴史を持ったまち

センスに欠けたまち

大気汚染や騒音などの環境が悪

く住みにくいまち

大気汚染や騒音などの公害が少

なく住みよいまち

身近な水辺や緑の多いまち

文化活動の盛んなまち

マナーのよいまち

人情に乏しく、よそよそしいまち

センスのよいまち

その他

無回答

R1年度

（n＝960）
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2.0%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

便利で住みよいまち

マナーのよくないまち

気さくで、人情にあふれたまち

広域交通の中心となるまち

産業が盛んなまち

古い歴史を持ったまち

駅前周辺などがきれいに整備さ

れたまち

大気汚染や騒音など環境が悪

く住みにくいまち

センスに欠けたまち

身近な水辺や緑の多いまち

大気汚染や騒音などの公害が

少なく住みよいまち

文化活動の盛んなまち

人情に乏しく、よそよそしいまち

マナーよいまち

センスのよいまち

その他

無回答

H22年度

（n＝2,116）



・平成25年度と令和元年度を比べると、全ての項目
において重要度が減少し、満足度が増加している。
→全ての項目で満足度が増加していることから、毎
年度、施策評価を実施し、PDCAを回しながら取組を
進めてきた一定の効果があらわれてきていると考え
られる。

・現総合計画の策定年度である平成25年度に実施した市民意識調査と直近（令和元年度）に実施した市民意識調査による各施
策（前期:20施策、後期:16施策）の重要度及び満足度について比較を行った。

５

施策名 重要度 満足度 重要度 満足度

施策１ 地域コミュニティ 4.11 3.02 3.70 3.09

施策２ 生涯学習 4.07 3.04 3.69 3.15

施策３ 学校教育 4.70 2.71 4.24 2.99

施策４ 子ども・子育て支援 4.57 2.77 4.28 2.97

施策５ 人権尊重・多文化共生（旧人権尊重） 4.01 2.89 3.61 3.07

施策６ 地域福祉 4.42 2.89 3.85 3.07

施策７ 高齢者支援 4.58 2.85 4.05 3.1

施策８ 障害者支援 4.41 2.88 3.92 3.05

施策９ 生活支援 4.35 2.73 3.65 3.02

施策１０ 健康支援（旧医療保険・年金） 4.71 2.82 3.92 3.16

（旧地域保健） 4.31 2.96 3.92 3.16

施策１１ 消防・防災 4.72 3.24 4.09 3.33

施策１２ 生活安全 4.59 2.79 4.10 3.07

施策１３ 地域経済の活性化・雇用就労支援（旧就労支援）） 4.41 2.70 3.77 3.03

（旧地域経済の活性化） 4.24 2.95 3.77 3.03

施策１４ 魅力創造・発信（旧文化・交流） 4.03 2.88 3.44 3.11

（旧地域の歴史） 3.92 3.08 3.44 3.11

施策１５ 環境保全・創造 4.60 3.02 3.77 3.11

施策１６ 住環境・都市機能（旧住環境） 4.47 2.94 3.96 3.12

（旧都市基盤） 4.59 3.07 3.96 3.12

4.39 2.91 3.88 3.09

平成25年度 令和元年度

平均値

3.60
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4.30
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4.00

4.10
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2.60 2.70 2.80 2.90 3.503.10 3.20 3.30 3.40
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3.学校教育

4.子ども・子育て支援

5.人権尊重・多文化共生

2.生涯学習

7.高齢者支援

8.障害者支援 10.健康支援

14. 魅力創造・発信

13.地域経済の活性化・

雇用就労支援

11.消防・防災
12.生活安全

15. 環境保全・創造

満
足
度

重要度

3.80

3.50

9.生活支援

6.地域福祉

16. 住環境・都市機能

4.40

4.50

4.60

4.70

平成25年度

令和元年度

3.00

平成25年度

平均値

令和元年度

平均値



６

・現計画の4つの「ありたいまち」を前提に検討した場合、前回と比較して、各項目における若干の数値の変動はあるものの、
全体の傾向としてはほとんど変化が見られない。
→現計画の4つの「ありたいまち」の考え方については、概ね共感が得られていることがうかがえる。
・前回に引き続き、「幅広い年代・立場の人が関わりながら、祭りや行事など、地域の活動が活発に行われているまち」の「今
のままでよい」の割合が他の項目と比較して高くなっている。

73.2%

55.5%

75.6%

73.2%

77.3%

79.5%

82.1%

82.4%8.2%

6.4%

8.8%

10.6%

13.6%

12.6%

33.2%

16.8%

0%20%40%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人と人とのつながりが豊かで、ともに

支え合って暮らしていけるまち

幅広い年代・立場の人が関わりなが

ら、祭りや行事など、地域の活動が

活発に行われているまち

市民一人ひとりが健康で、社会との

つながりを持ちながら暮らしていける

まち

地域の資源、人材が十分にいかさ

れ、それをよいところとしてみんなが

共感しているまち

産業が活発でみんなが生き生きと働

きながら暮らせるまち

住環境・教育環境が充実し、安心し

て子どもを産み育てられるまち

環境問題や市の財政など大きな課

題に正面から取り組み、将来世代に

負担を残さないまち

豊かな人間関係や生きがいを保ちな

がら、安心して老後を過ごせるまち

H22年度

今のままでよい
（n＝2,116）

76.6%

60.0%

75.0%

74.7%

74.6%

80.9%

83.4%

83.4%8.3%

7.3%

9.5%

15.6%

15.4%

15.2%

30.8%

15.2%

0%20%40%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人と人とのつながりが豊かで、ともに

支え合って暮らしていけるまち

幅広い年代・立場の人が関わりなが

ら、祭りや行事など、地域の活動が

活発に行われているまち

市民一人ひとりが健康で、社会との

つながりを持ちながら暮らしていける

まち

地域の資源、人材が十分にいかさ

れ、それをよいところとしてみんなが

共感しているまち

産業が活発でみんなが生き生きと働

きながら暮らせるまち

住環境・教育環境が充実し、安心し

て子どもを産み育てられるまち

環境問題や市の財政など大きな課

題に正面から取り組み、将来世代に

負担を残さないまち

豊かな人間関係や生きがいを保ちな

がら、安心して老後を過ごせるまち

R1年度

今後そうなるべき
（n＝960）

・望ましいまちの方向性について（今のままでよい/今後そうなるべき）



７

・前回と比較して、全ての項目において「実現していない」の割合が減少している。
・前項で「今のままでよい」の回答が多かった「幅広い年代・立場の人が関わりながら、祭りや行事など、地域の活動が活発に
行われているまち」については、前回と同様、実現している割合が最も高くなっている。
→ほぼ全ての項目において、「ありたいまち」の実現に向けて進捗していることがうかがえる。

13.7%

15.0%

9.6%

4.5%

8.5%

8.3%

6.6%

8.6%37.3%

44.3%

41.0%

37.6%

36.4%

24.2%

18.7%

18.2%

0%10%20%30%40%50%

0% 10%20%

人と人とのつながりが豊かで、とも

に支え合って暮らしていけるまち

幅広い年代・立場の人が関わりな

がら、祭りや行事など、地域の活

動が活発に行われているまち

市民一人ひとりが健康で、社会と

のつながりを持ちながら暮らして

いけるまち

地域の資源、人材が十分にいかさ

れ、それをよいところとしてみんな

が共感しているまち

産業が活発でみんなが生き生きと

働きながら暮らせるまち

住環境・教育環境が充実し、安心

して子どもを産み育てられるまち

環境問題や市の財政など大きな

課題に正面から取り組み、将来世

代に負担を残さないまち

豊かな人間関係や生きがいを保

ちながら、安心して老後を過ごせ

るまち

H22年度

実現していない

10.6%

13.0%

6.7%

3.6%

9.8%

11.7%

6.6%

8.9%26.2%

34.3%

29.3%

19.1%

23.8%

16.7%

15.3%

15.5%

0%10%20%30%40%50%

0% 10%20%

人と人とのつながりが豊かで、とも

に支え合って暮らしていけるまち

幅広い年代・立場の人が関わりな

がら、祭りや行事など、地域の活

動が活発に行われているまち

市民一人ひとりが健康で、社会と

のつながりを持ちながら暮らして

いけるまち

地域の資源、人材が十分にいかさ

れ、それをよいところとしてみんな

が共感しているまち

産業が活発でみんなが生き生きと

働きながら暮らせるまち

住環境・教育環境が充実し、安心

して子どもを産み育てられるまち

環境問題や市の財政など大きな

課題に正面から取り組み、将来世

代に負担を残さないまち

豊かな人間関係や生きがいを保

ちながら、安心して老後を過ごせ

るまち

R1年度

実現している

・望ましいまちの方向性について（今後そうなるべきと答えた方のうち、実現している/実現していない）

-3.1%

-2.3%

-2.9%

-0.9%

1.3%

3.4%

0.0%

0.3%

2.7%

3.4%

7.5%

12.6%

18.5%

11.7%

10.0%

11.1%

-10% 0% 10% 20%

人と人とのつながりが豊かで、と

もに支え合って暮らしていけるま

ち

幅広い年代・立場の人が関わり

ながら、祭りや行事など、地域の

活動が活発に行われているまち

市民一人ひとりが健康で、社会と

のつながりを持ちながら暮らして

いけるまち

地域の資源、人材が十分にいか

され、それをよいところとしてみん

なが共感しているまち

産業が活発でみんなが生き生き

と働きながら暮らせるまち

住環境・教育環境が充実し、安

心して子どもを産み育てられるま

ち

環境問題や市の財政など大きな

課題に正面から取り組み、将来

世代に負担を残さないまち

豊かな人間関係や生きがいを保

ちながら、安心して老後を過ごせ

るまち

H22年度とR1年度の比較（進捗状況）

「実現している」の比較（R1年度-H22年度）
「実現していない」の比較（R1年度-H22年度）

合計

-0.4％

1.1％

4.6％

11.7％

19.8％

15.1％

10.0％

11.4％



市民・事業者・行

政がもっとお互い

に協力しながら進

めていくべき

51.4%

もっと行政が中心になって進めてい

くべき

15.7%

市民・事業者が中心

となって進め、行政は

その活動のサポート

を重視するべき

14.9%

今のままでよい

7.8%

その他

1.6%
無回答

8.6%

H22年度

（n＝2,116）

・前回と比較して「市民・事業者・行政がもっとお互い
に協力しながら進めていくべき」の割合は減少してい
る。
→今後においても、協働のまちづくりに向けた取組を推
進する必要がある。

・前回は30歳代以下（特に男性）の世代で「市民・事業
者が中心となって進め、行政はその活動のサポートを重
視するべき」が「もっと行政が中心になって進めていく
べき」より高くなっていたが、今回はその傾向が逆に
なっており、意識の変化がうかがえる。

（単純集計）

市民・事業者・

行政がもっとお

互いに協力しな

がら進めていく

べき

43.3%

もっと行政が中心になって

進めていくべき

16.7%

市民・事業者が中心となっ

て進め、行政はその活動の

サポートを重視するべき

16.4%

今のままでよい

12.3%

その他

2.4%
無回答

9.0%

R1年度

（n＝960）

51.4%
49.8%

27.6%
48.7%
48.6%
49.6%

59.0%
53.5%

42.5%
59.2%

65.5%
65.6%
64.5%

58.0%
59.7%

49.4%
38.8%

15.7%
17.3%

10.3%
18.4%
17.4%
19.5%

17.3%
15.3%

19.0%
16.9%

3.4%
5.4%
13.4%

16.6%
13.1%

18.2%
16.0%

14.9%
16.5%

31.0%
22.4%

17.4%
17.7%

14.4%
15.3%

12.4%
15.9%

6.9%
15.1%

15.1%
10.8%
15.3%

15.2%
13.2%

7.8%
7.6%

24.1%
6.6%

6.5%
5.3%
4.3%

7.9%
10.5%

8.6%
20.7%

10.8%
3.8%

5.7%
5.7%

8.2%
12.3%

1.6%
2.1%

0.0%
1.3%

4.3%
2.7%
1.4%

2.0%
1.3%

1.5%
0.0%
1.1%
0.5%

3.8%
0.6%

0.0%
0.9%

8.6%
2.7%

2.6%
5.8%
5.3%
3.6%
5.9%

14.4%
5.7%

2.2%
2.7%
5.1%
5.7%
9.1%

18.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
男性全体

男性19歳以下
男性20歳代
男性30歳代
男性40歳代
男性50歳代
男性60歳代

男性70歳以上
女性全体

女性19歳以下
女性20歳代
女性30歳代
女性40歳代
女性50歳代
女性60歳代

女性70歳以上

H22年度

市民・事業者・行政がもっと

お互いに協力しながら進めていくべき

もっと行政が中心になって進めていくべき

市民・事業者が中心となって進め、

行政はその活動のサポートを重視するべき

今のままでよい

その他 無回答

43.3%
44.0%

0.0%
40.0%
43.9%
44.9%

53.2%
37.9%
42.3%
43.3%

66.7%
48.3%
46.2%

42.1%
46.4%

38.2%
39.8%

16.7%
18.5%

0.0%
27.5%
24.6%

11.2%
16.5%

22.4%
18.6%
14.4%

0.0%
12.1%
15.4%
24.6%

10.1%
13.2%
15.3%

16.4%
16.4%

0.0%
12.5%
14.0%

24.5%
15.2%

15.5%
14.4%

16.7%
0.0%
17.2%
15.4%

14.0%
20.3%

14.7%
17.3%

12.3%
10.8%

100.0%
15.0%
10.5%
14.3%
6.3%

8.6%
7.2%
14.0%
33.3%
13.8%

23.1%
8.8%
17.4%

14.7%
9.2%

2.4%
2.9%

0.0%
5.0%

1.8%
3.1%

3.8%
5.2%

1.0%
2.0%

0.0%
1.7%

0.0%
5.3%
2.9%

1.5%
2.0%

9.0%
7.5%

0.0%
5.3%
2.0%
5.1%

10.3%
16.5%

9.6%

6.9%
0.0%

5.3%
2.9%

17.6%
16.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
男性全体

男性19歳以下
男性20歳代
男性30歳代
男性40歳代
男性50歳代
男性60歳代

男性70歳以上
女性全体

女性19歳以下
女性20歳代
女性30歳代
女性40歳代
女性50歳代
女性60歳代

女性70歳以上

R1年度

市民・事業者・行政がもっと

お互いに協力しながら進めていくべき

もっと行政が中心になって進めていくべき

市民・事業者が中心となって進め、

行政はその活動のサポートを重視するべき

今のままでよい

その他 無回答

（性・年齢別傾向）

８

（問.今後のまちづくりのあり方としてどうあるべきか。）



９

・前回と同様「防
犯・防災活動や交通
安全活動」、「高齢
者や障害者への福祉
活動」の割合が高く
なっており、その中
でも、「防犯・防災
活動や交通安全活
動」の割合が前回と
比較して大幅に増加
している。
→防災や安全への意
識の高まりがうかが
える。

・また、前回と比較
して「子育て支援
（育児サークル、子
どもの見守り、子ど
も会等）」の割合が
大幅に増加してい
る。

・一方で、「社会福
祉協議会や自治会の
活動」や「地域の美
化・緑化運動」の活
動については、割合
が減少している。

（問.尼崎をよりよいまちにするために特に重要だと思う地域の活動はどれですか。）

17.0%

34.9%

33.1%

25.6%

15.5%

7.0%

6.4%

11.8%

21.7%

1.8%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

社会福祉協議会や自治会の活動

防犯・防災活動や交通安全活動

高齢者や障害者等への福祉活動

地域の美化・緑化運動

健康づくり活動（生活習慣病予防

など）

お祭りやもちつき等のレクリエー

ション活動

生涯学習

文化・芸術・スポーツ活動

子育て支援（育児サークル、子ど

もの見守り、子ども会等）

その他

いずれも重要でない

H22年度

（n＝2,116）

11.4%

42.9%

30.3%

18.8%

12.3%

5.2%

6.4%

9.2%

35.8%

1.4%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

社会福祉協議会や自治会の活動

防犯・防災活動や交通安全活動

高齢者や障害者等への福祉活動

地域の美化・緑化運動

健康づくり活動（生活習慣病予防

など）

お祭りやもちつき等のレクリエー

ション活動

生涯学習

文化・芸術・スポーツ活動

子育て支援（育児サークル、子ど

もの見守り、子ども会等）

その他

いずれも重要でない

R1年度

（n＝960）



１０

・前回は「自治会・町
内会の区域」が過半数
を占めていたが、今回
はその割合が大幅に減
少している。

・一方で、「同じ地区
内に住む人」と「尼崎
市全体」の割合が大幅
に増加している。

（問.「地域のまちづくり」と聞いて、あなたが思い浮かべるのはどれくらいの範囲ですか。）

51.6%

7.0%

7.3%

1.7%

12.9%

13.3%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自治会・町内会の区域

同じマンション・アパートに住む人

小学校の校区

中学校の校区

同じ地区内に住む人（中央・小田・

大庄・立花・武庫・園田）

尼崎市全体

その他

H22年度

（n＝2,116）

29.6%

4.7%

7.0%

1.1%

30.0%

22.4%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自治会・町内会の区域

同じマンション・アパートに住む人

小学校の校区

中学校の校区

同じ地区内に住む人（中央・小田・大

庄・立花・武庫・園田）

尼崎市全体

その他

R1年度

（n＝960）

（問.今後さらに市民参加を進める上で、どのようなことが大切だと思うか。）
・上位の3項目のう
ち、「市民への説明や
情報提供や情報公開な
どをさらに充実させ
る」の項目は、前回と
比較して大幅に減少し
ている。
→市民意見聴取プロセ
ス制度をはじめとした
情報開示制度などに取
り組んできた結果が影
響していると考えられ
る。
・その一方で、「市民
と本市の職員が協働で
取り組むイベントや事
業を増やす」の項目
は、前回と比較して増
加している。

8.0%

11.4%

16.2%

36.7%

46.7%

35.5%

3.1%

8.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

市主催のまちづくりに関する講演会やセ

ミナーなどを増やす

市民会議や審議会などにおいて公募市

民が参加できる枠を増やす

市民と本市の職員が協働で取り組むイベ

ントや事業を増やす

市が市政についての情報をさまざまなメ

ディアを通じて積極的に発信する

市民への説明や情報提供や情報公開な

どをさらに充実させる

市民自身も身近な地域社会を知り、学

び、まちへの関心や愛着を高めるように

する

その他

無回答

H22年度

（n＝2,116）

7.5%

8.2%

21.6%

35.4%

36.5%

35.7%

1.9%

10.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

市主催のまちづくりに関する講演会やセ

ミナーなどを増やす

市民会議や審議会などにおいて公募市

民が参加できる枠を増やす

市民と本市の職員が協働で取り組むイベ

ントや事業を増やす

市が市政についての情報をさまざまなメ

ディアを通じて積極的に発信する

市民への説明や情報提供や情報公開な

どをさらに充実させる

市民自身も身近な地域社会を知り、学

び、まちへの関心や愛着を高めるように

する

その他

無回答

R1年度

（n＝960）



【尼崎市への居住意向について】
・前回の調査結果と比較して居住継続意向が大幅に増加している。
・居住継続を希望する理由としては、前回と比較して利便性や住宅への意見の偏りがみられ、居住継続を希望しない理由としては、
住宅、治安、自然環境、子育て支援や学校教育に関する理由を挙げる方が前回と同様に多くなっている。

【尼崎市のイメージ】
・前回と比較して、便利で住みよいや環境面でイメージが向上している。
→JR尼崎やJR塚口など駅前開発やメディア露出等の影響や平成25年度に「環境モデル都市」に選ばれるなど、経済と環境が共生す
る取組結果が影響していると考えられる。
・一方で、マナーのよくないまちの割合が大幅に増加している。

【市役所の取組への評価】
・現計画の策定年度である平成25年度と令和元年度の調査結果を比較した結果、全ての施策において重要度が減少し、満足度が増
加している。
→全ての項目で満足度が増加していることから、毎年度、施策評価を実施し、PDCAを回しながら取組を進めてきた一定の効果があ
らわれてきていることが考えられる。

【望ましいまちの方向性について】
・現計画の4つの「ありたいまち」を前提に検討した場合、前回と同様、「ありたいまち」を構成する考え方について、「今後そう
なるべき」と回答した割合が大多数を占めている。
→現計画の4つの「ありたいまち」の考え方については、概ね共感が得られていることがうかがえる。

【まちづくりの進め方について】
・前回と比較して「市民・事業者・行政がもっとお互いに協力しながら進めていくべき」の割合は減少している。
→今後においても、協働のまちづくりに向けた取組を推進する必要がある。

【まちづくりについて】
・重要だと思う地域の活動については、前回に引き続き「防犯・防災活動や交通安全活動」が最も多く、その割合も増加している。
また、前回と比較して、子育て支援の重要性が高まっている。
→防災や交通安全の意識の高まりがうかがえる。
・地域のまちづくりの範囲としての市民の認識が、「自治会・町内会の区域」という認識から、「同じ地区に住む人（6地区）」や
「尼崎市全体」へと変化がみられる。
→まち全体をキャンパスとした「みんなの尼崎大学」や「みんなのサマーセミナー」などの取組の影響が考えられる。
・市民参加を進めるうえで、大切だと思うことについては、前回と比較して「市民への説明や情報提供や情報公開などをさらに充実
させる」の項目が大幅に減少している。
→市民意見聴取プロセス制度をはじめとした情報開示制度などに取り組んできた結果が影響していると考えられる。
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